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１．はじめに 
 
 地震時の重篤な負傷の予測に関する既往研究としては，

重傷者数の中から入院者数を別途評価した佐伯ほか

(2001)1)などがあるが，本研究では，近年の内陸活断層型

地震（2004年新潟県中越地震，2007年新潟県中越沖地震，

2008年岩手・宮城内陸地震，2016年熊本地震）の被害デ

ータに基づき，地震などの災害時に，特にDMAT（災害

派遣医療チーム）等の救助の対象となるトリアージに対

応した重篤な負傷に注目し，その予測手法を構築する． 
災害による人的被害に関する区分は，区分を使用する

分野や目的によって異なる区分が使用されている．その

一方で，異なる区分であっても，重傷と重症のように，

同じ読み方で分野によって区分が異なるなど，負傷者情

報を共有する上で，問題がある．報道での「重症」は本

研究で対象とする外傷ではなく内因による症状が重い場

合を示すのに対して，重症度・緊急度判断基準では外

傷・内因を問わず生命の危険性を伴う場合に使われるな

ど，その言葉の使用には注意が必要である． 
このように，被害推定結果を使用する分野によって必

要となる区分が異なることが予想されるとともに，被害

推定結果を出す上では「どの区分による人的被害か」が

明確である必要がある． 
上記に留意したうえで，過去の被害データや文献など

を用い，災害時に建物内で発生する重篤な負傷の予測式

を構築する． 
 
 
２．人的被害データの収集整理 
 
(1) 人的被害程度の定義 
人的被害は，重傷や軽傷など被害程度に応じて区分が

されているが，使用目的などによって異なる定義に基づ

いた区分が行われている．さらに，区分によって「重傷」

と「重症」など似た名称が使われていたり，同じ名称で

も意味合いが異なる事があるため，定義を明確にしない

ままに被害データの収集を行った場合には混乱を生ずる

可能性がある．そこで，本研究ではまず第一に，主な人

的被害程度の定義についてレビューを行った上で，本研

究で用いる人的被害程度を明確にすることから実施する． 
本研究では表 1 に示した４種類の人的被害程度区分に

ついてレビューをしたのちに，それぞれの定義を整理し

たうえで，本研究で収集・整理する人的被害程度につい

て検討する． 
報道で用いられる人的被害程度としては，ケガによる

ものは「軽傷」と「重傷」に分類されており，その境界

は治療に１ヶ月以上を要するか否かである．一方で体内

の病気が重い状態を「重症」と呼ぶとともに，病気・ケ

ガにかかわらず命が危ない状態を重態(重体)と称すして

いる(図 1)2)． 
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表 1 主な人的被害程度区分の種類 
種 別 概 要 

報道等で用いら

れる区分 

新聞報道等で用いられている区分で，軽

傷・重傷・重症・重体(重態)など 

災害に関する統

計等 

(内閣府被害認定

基準) 

自治体等による災害に関する統計等に用い

られている区分で，内閣府の被害認定基準

に定義されている．重傷は１ヶ月以上の治

療を要するもの． 

救急医療現場 

(重症度・緊急度

判断基準) 

救急医療現場などで用いられている区分で

入院の要否や生命の危険の有無によって分

類されている． 

和藤（2001）3) 

（医療の関与や

災害による医療

レベル低下に注

目した考え方） 

日常レベルの医療であれば救命出来たかど

うかの視点で死者などの重篤な人的被害を

区分したもの． 

 

 
図 1 新聞報道等で用いられる人的被害の定義 2) 

 
一方で，被害報などの災害情報に収集されている人的

被害は，内閣府 4)の被害認定基準(表 2)の分類ごとの人数

が記録されている．この分類は，災害により死亡した者

を死者，負傷した者のうち治療に１ヶ月以上を要する者

を重傷者，１ヶ月未満で治療できる見込みの者を軽傷者

として分類している．この分類は過去に発生した災害の

人的被害の記録だけではなく，地震被害想定などでも広

く使用されている定義であるとともに，重傷・軽傷の区

分は前述の報道による定義とも一致している．一方で，

治療に１ヶ月以上要するケガは「重傷」とされるため，

例えば足の指を１本骨折した場合でも重傷となり，命の

危険の有無は考慮しない区分となっている． 
 

表 2 内閣府による人的被害の定義 4) 

被害種類 認定基準 

死者 当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、

または死体を確認することができないが死亡した

ことが確実なものとする。 

行方 

不明者 

当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑

いのあるものとする。 

重傷者 

軽傷者 

災害のため負傷し、医師の治療を受けまたは受け

る必要のあるもののうち、「重傷者」とは１月以

上の治療を要する見込みの者とし、「軽傷者」と

は、１月未満で治療できる見込みの者とする。 

 
救急医療現場で用いられる分類は傷病者重症度分類表

(表 3)のとおりであり，生命の危険の有無や入院の要否に

よって分類されている．軽症は入院を要しないものを示

し，中等症は生命の危険は無いが入院を要するものを示

す．上記の軽症および中等症が生命の危険のない傷病で

ある．重症は生命の危険がある傷病のうち後述する重

篤・死亡を除いたものである．重篤は生命の危険が切迫

した傷病であり，死亡は初診時に既に死亡しているもの

である．重篤の生命の危険が切迫としては，心肺停止も

しくは心肺停止の恐れがあるものと，心肺蘇生を行った

ものとされている．また，重症・重篤は生命の危険があ

るという定義で前述の報道等による定義の重体(重態)と
同義であると考えられる． 
 

表 3 傷病者重症度分類表 3) 
重症度 定義 備考 

軽症 
入院を要し

ないもの 
 

中等症 

生命の危険

はないが入

院を要する

もの 

 

重症 

生命の危険

の可能性が

あるもの 

生命の危険の可能性があるものと

は，重症度・緊急度判断基準にお

いて，重症以上と判断されたもの

のうち，死亡及び重篤を除いたも

のをいう． 

重篤 

生命の危険

が切迫して

いるもの 

生命の危険が切迫しているものと

は，以下のもの 

をいう． 

① 心・呼吸の停止または停止のお

それがあるもの．② 心肺蘇生を行

ったもの． 

死亡 

初診時死亡

が確認され

たもの 

 

 
これまでにレビューした人的被害程度の分類のうち，

同一名称で定義が異なるものや名称が類似しているもの

を整理する．同一名称で定義が異なるものとしては「重

症」が挙げられる．報道では外傷には用いず病気の程度

が重いものに用いている一方で，救急医療現場では外

傷・病気を問わず生命の危険の可能性があるものについ

て使用している(表 4)．また，「重症」と「重傷」，「軽

症」と「軽傷」は文字は異なるものの読みが同じである

ために注意が必要である． 
 

表 4 「重症」の定義 
報道での定義 傷病者重症度分類での定義 

病気の程度が重いもの 生命の危険の可能性のあるもの 

 
本研究の対象である人的被害の予測手法は，災害発生

時に迅速な被害状況を適切に把握し初動体制の確立や災

害対応を通して人的被害を軽減することを目的としてお

り，生命の危険性のある重篤な人的被害を予測する事が

重要である．一方で，過去の被害統計との比較や予測結

果の利用を考慮すると，災害に関する統計等で用いられ

ている内閣府の被害認定基準 4)との整合性にも留意する

必要がある． 
そこで，本研究では被害認定基準 4)による区分を基本

としつつも，生命の危険性が切迫している重篤な人的被

害を重傷者から分離して表 5 に示すように人的被害を分

類する．本研究で「重体」とした被害は傷病者重症度分

類表による「重篤」に相当し，トリアージカテゴリ(表 6)



 

 3 
 

で「直ちに処置を行えば，救命が可能な者」とされる重

症群とも概ね整合するものと考えられる． 
一方，医療の関与による救命や，災害時と平時の医療

体制の差に注目した考え方として Prevented deaths・
Preventable deaths(和藤・大西(2001)5))がある．これは，日

常の救助・医療体制であれば救命の可能性のあった死亡

を Preventable Deaths と定義するとともに，医療・救助活

動の介入の結果として救命出来た命を Prevented Deathsと
定義している．また，平時の医療体制であっても救命出

来なかった命を Not preventable deaths としている． 
 

表 5 本研究で使用する人的被害程度の定義 
重症度 定義 備考 

軽傷 
１ヶ月未満で治療出来

る見込みのもの 

災害の被害認定基準 3)に

よる 

重傷 

治療に１ヶ月以上要す

る見込みの者のうち生

命の危険性の無いもの 

災害の被害認定基準 3)に

よる重傷者から傷病者重

症度分類表 3)による「重

篤」を除いたもの 

重体 
生命の危険が切迫して

いるもの 

傷病者重症度分類表 3)に

よる「重篤」に相当 

死亡 既に死亡しているもの  

 
表 6 トリアージカテゴリによる人的被害程度 6) 

順位 分類 識別色 傷病等の状態 
第１

順位 
最優先治療群 

（重 症 群） 
赤 色 

（Ⅰ） 
・直ちに処置を行えば， 

救命が可能な者 

第２

順位 
非緊急治療群 

（中等症群） 
黄 色 

（Ⅱ） 

・多少治療の時間が遅れて 

も生命には危険がない者 

・基本的には，バイタル 

サインが安定している者 

第３

順位 
軽処置群 

（軽 症 群） 
緑 色 

（Ⅲ） 

・上記以外の軽易な傷病 

で，ほとんど専門医の 

治療を必要としない者 

第４

順位 
不処置群 

（死 亡 群） 
黒 色 

（０） 

・既に死亡している者又は 

直ちに処置を行っても明 

らかに救命が不可能な者 
 
(2) 人的被害の整理結果 

本項では，近年の内陸活断層型地震（2004 年新潟県中

越地震，2007 年新潟県中越沖地震，2008 年岩手・宮城内

陸地震，2016 年熊本地震）の被害データに基づき，整理

する．また，小数で算出された数値を整数に案分した．

なお，病院のトリアージは，その地域の病院の位置づけ

によって集まってくる患者の質が変わってくるので，集

めたデータベースの精度が，地震あるいは地域ごとに異

なる可能性を含んでいることに，注意が必要である． 
a) 2004年新潟県中越地震 

新潟県中越地震による消防庁 7)により公表されている

人的被害のうち本研究で対象とする(旧)長岡市・(旧)川口

市・小千谷市の死者・重傷者数は表 7 のとおりである． 
本研究では表 7 の重傷者数から医療の関与によって救

命された負傷者として，和藤(2006)8)の Prevented deathsお
よび Preventable deaths から抽出して，重体者として分離

する．和藤(2006)8)により収集された死者および重症救命

例は 70 例(表 8)となっている．収集された死者 40 名(う
ち内因死 24 名)のうち 2 名は中越地震がなければ救命す

ることが出来た(Preventable)とされている．一方，外傷に

よる死亡(16 名)については地震の有無にかかわらず救命

することが出来なかったとされている． 

表 7 新潟県中越地震における人的被害 7) 

 
 

表 8 和藤(2006)8)による重篤な人的被害の分類 

被害程度 人数（人） 

死者 

Not preventable 

deaths 

外傷による死亡 16 

内因死 22 

Preventable 

deaths 

外傷による死亡 0 

内因死 2 

重症救命例（Prevented deaths） 30 

計 70 

 
表 9 和藤(2006)8)の比率を用いた人的被害の推定結果 

 
 

表 10 対象地域における死者の死因 7)・8) 

 
 

表 11 対象地域における外傷による死者と内因による 

死者数 7)・8) 

 
 
 

(旧)長岡市 (旧)川口町 小千谷市 その他 計
死者 12 6 19 31 68
重傷者 257 38 120 218 633

計 269 44 139 249 701

地域別人的被害[人]
被害程度

(旧)長岡市 (旧)川口町 小千谷市 計
12 6 18 36

防げた死 0 0 1 1
救命 12 2 6 20

245 36 114 395
269 44 139 452

死者
被害程度

重篤者

重傷者
計

市町 年齢 性別 死 因
75 女性 家屋倒壊(土砂崩れ) No.13
42 男性 家屋倒壊(土砂崩れ) No.14
59 男性 肺炎
73 男性 脳内出血
39 女性 土砂崩れ No.7
3 女性 土砂崩れ No.8
20 男性 悪性高熱等(PTSD)
79 女性 呼吸不全(持病悪化)
70 女性 突然死(ストレス)
70 女性 呼吸不全(持病悪化)
85 男性 脳出血(ストレス)
90 男性 肺炎・心不全(ストレス)
64 男性 家屋倒壊 No.10
12 女性 家屋倒壊 No.11
81 女性 家屋倒壊 No.9
78 男性 家屋倒壊 No.12
84 女性 誤飲(地震による疲労)
41 男性 肺炎
55 男性 車庫倒壊 No.5
70 女性 ショック死(地震)

小学生 男子 家屋倒壊 No.2
小学生 男子 家屋倒壊 No.3
小学生 女子 家屋倒壊 No.4

76 男性 人工呼吸器が地震で外れた
89 男性 ショック死(地震)
77 女性 家屋倒壊 No.1
85 男性 ショック死(地震)
68 女性 脳内出血(地震によるショック)
81 男性 地震によるショック
43 女性 エコノミークラス症候群
88 男性 栄養障害・持病の悪化
84 女性 肺炎
52 女性 突然死(避難生活での疲労等)
86 男性 重症肺炎
82 女性 急性心不全(環境変化)
90 女性 肺炎(ストレス)
77 男性 呼吸不全(ストレス)

(旧)川口町

小千谷市

※和藤(2006)の表１「外傷による死亡」の番号

消防庁被害報 和藤(2006)
※

(旧)長岡市

(計) 外傷(建物内) その他
(旧)長岡市 12 2 10
(旧)川口町 6 4 2
小千谷市 19 5 14

死者数
市町
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次に，和藤 (2006)8) による死者数のうちに占める

Preventable Deaths の割合および重症救命例を用いて旧長

岡市と小千谷市の死者および重傷者数から重態者数を推

定する．和藤(2006)8)には死者・重症救命例の発生箇所に

関する記載がないが，重症救命例(30 人)を対象地域外を

含めて重傷者数で按分して推定した．また，和藤(2006)8)

により Preventable deathsとされた死者 2 名のうち１名(地
震により人工呼吸器が外れた，76 歳男性)は消防庁被害

報 7)より小千谷市におけるものと判断できることから，

小千谷市の死者から 1 名を除外して重篤者とした． 
上記により推定した小千谷市および旧長岡市の重篤者

数の推定結果を表 9 に示した．次に，消防庁被害報 7)お

よび和藤(2006)8)に記載された死因および重症救命例の原

因に基づいて，死者・重篤者数から建物外での外傷や内

因によるものを除外して，本研究で対象とする建物内で

の人的被害を抽出する．新潟県中越地震による死者の死

因(表 10)に基づく建物内での外傷による死者数は表 11 の

とおりである．また，和藤(2006)8)による重症救命例(30
例)の内訳は表 12 に示したとおりであり，脳血管障害・

一酸化炭素中毒・呼吸不全(喘息等)を建物内の外傷によ

るものから除外すると 18 例が外傷による重症救命例とな

る．和藤(2006)8)には外傷による重症救命例の発生箇所の

記載が無いため，本研究では 18 例を重傷者数(表 7)で対

象地域外も含めて按分すると共に，重傷者数については

被害報の重傷者数から上記の重篤者数を控除して建物内

の外傷による人的被害として表 13 のとおり推定した．な

お，重篤者のうち Prevented Deaths に該当するものは前述

の通り内因によるものであるためここでは考慮していな

い． 
 

表 12 重症救命例の内訳 8) 

 
 

表 13 対象地域における外傷による人的被害(推定) 

 
 
b) 2007年新潟県中越沖地震 

新潟県中越沖地震による人的被害は，消防庁 9)より表

14 のとおりで，重傷者数 191 人から日本集団災害医学会

(2008)10)による重症度別患者数割合（重症度別の患者の

内訳は，死亡 9 名，重篤患者 17 名，中等症 46 名，軽症

33 名）のうち中等症と重篤者が重傷者に該当すると仮定

し，重篤者数として分離して表 15 のとおり推定した ． 

次に，本研究で対象とする外傷による人的被害を推定す

る．新潟県 11)によると柏崎市での死者 14 名のうち 10 名

が外傷による死亡(表 16，No.1～10)である一方で 4 名は

ストレス等による内因死(表 16，No.11～14)である．この

ため，10 名のみを外傷による死者として分離した（表

17）．なお，重篤者は「重傷者」から分離したものであ

るため，内因によるものは含んでいないものと判断した． 
 
表 14 新潟県中越沖地震における柏崎市の人的被害 9) 

 
 

表 15 新潟県中越沖地震での柏崎市の人的被害(推定) 

 
 

表 16 柏崎市での死者の死因(新潟県 11)による) 

 
 

表 17 内因死を除いた人的被害推定結果 

 
 
c) 2008年岩手・宮城内陸地震 

岩手・宮城内陸地震による人的被害は表 18 のとおりで

あり，死者・行方不明者 17 人，重傷者数 28 人となって

いる．このうち，重傷者数 28 人から栗原市立栗原中央病

院におけるトリアージ結果(表 19)を用いて重篤者数を分

離した(表 20)．具体的には，トリアージの黄色と赤色が

重傷者に相当すると仮定し，重傷者 28 人のうち 5 人(28
×2÷(11+2))がトリアージで赤色の重篤者に該当するも

のとして表 20 のとおり人的被害を推定した． 
次に，本研究で対象とする揺れによる建物被害に伴う

人的被害を推定する．岩手・宮城内陸地震による栗原市

における死者(13 名)の死因は表 21 のとおりであり，いず

れも建物外で土砂災害等に遭遇したことによる死者であ

る．また行方不明者(4 名)の原因は不明であるが，現時点

原因 症例数
骨盤骨折 1
クラッシュ症候群 2
胸部外傷 2
ショック 1
多臓器不全 1
多発外傷 1
頭部外傷 2
急性心筋梗塞 1
大腿骨骨幹部骨折 4
熱傷 3
脳血管障害 5
一酸化炭素中毒(車内) 4
呼吸不全(喘息等) 3

死者数 重体者 重傷者
(旧)長岡市 2 7 250
(旧)川口町 4 1 37
小千谷市 5 3 117

計 11 11 404

外傷による人的被害[人]
地域

被害程度 人数[人]
死者 14
重傷者 191
軽傷者 1,473

計 1,678

被害程度 人数[人]
死者 14
重体者 52
重傷者 139
軽傷者 1,473

計 1,678

No. 年齢 性別 死　因
1 76歳 男性 建物の下敷きになって死亡。 
2 72歳 女性 建物の下敷きになって死亡。 
3 78歳 女性 建物の下敷きになって死亡。 
4 81歳 女性 建物の下敷きになって死亡。 
5 83歳 男性 建物の下敷きになって死亡。 
6 83歳 男性 建物の下敷きになって死亡。 
7 77歳 女性 外傷性硬膜下血腫により死亡。 
8 71歳 女性 建物の下敷きになって死亡。
9 76歳 男性 建物の下敷きになって死亡。
10 47歳 男性 熱傷により死亡。
11 62歳 男性 被災によるストレスのため急性心筋梗塞で死亡。
12 70歳 女性 被災によるストレスのため脳出血で死亡。
13 59歳 男性 被災によるストレスのため胃潰瘍(大量出血）で死亡。
14 59歳 男性 地震や長期入院によるストレスのため死亡。

被害程度 人数[人]
死者 10
重体者 52
重傷者 139
軽傷者 1,473

計 1,674
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まで発見されていないことは何らかの土砂災害に遭遇し

た可能性が高いと考えられる(牛山・太田(2009)14))． 
上記より岩手・宮城内陸地震による栗原市における死

者の全ては土砂災害等の本研究では対象外となる原因に

よるものとなる．このため，重傷者・重篤者にも土砂災

害等によるものが含まれる可能性があるが，受傷原因が

不明であるために特に控除はせず，人的被害の推定結果

を表 22 のとおりとした． 
 
表 18 岩手・宮城内陸地震における栗原市の人的被害 12) 

 
 
表 19 栗原市立栗原中央病院におけるトリアージ結果 13) 

 
 

表 20 岩手・宮城内陸地震における栗原市の重篤者数の 

推定結果 

 
 

表 21 岩手・宮城内陸地震による栗原市における 

死者の死因(文献 12)による) 

 
 

表 22 建物内での人的被害の推定結果 

 
 
d) 2016年熊本地震 

熊本地震における熊本市と益城町の人的被害は表 23 の

とおりで，死者 24 名，重傷者 884 名となっている．熊本

地震被災地の主要病院におけるトリアージ結果は表 24 の

とおりである．このうち黄色と赤色の比率を用いて，重

傷者のうち 23.3％(86+283 人)が重篤者とみなして重傷者

から分離して，表 25 のとおり重篤者数を推定した．なお，

死者数については複数の死者が記録されている(表 26)が，

これらの被害のうち直接的な外傷によると考えられる死

者として「警察が検視により確認している死者数」を記

載した． 
熊本地震は 2016 年４月 14 日のいわゆる「前震」と，

４月 16 日のいわゆる「本震」の２回震度７を観測してお

り，それぞれの地震において死者が発生している．また，

南阿蘇村など山間部では土砂災害が発生しており，前述

の死者数から本研究で対象とする建物倒壊等以外による

死者数を分離する必要がある．前震および本震別および

原因別の死者数は牛山ほか(2016)18)により示されている

(表 27)．死者(直接死)は前震が 9 名，本震が 41 名の合計

50 名であり，50 人のうち 38 名が倒壊による死者 とされ

ている．倒壊以外の死者としては南阿蘇村における土砂

災害による死者(10 名)，八代市における火災による死者

(1 名)でこれらはいずれも「本震」による死者である．一

方，熊本市における死者１名が前震と本震のいずれによ

るかについては牛山ほか(2016)18)には記載がないものの，

内閣府資料(本震発生前の 4/15 14:30 時点)に「熊本市東区

の 68 歳女性が家屋内で転倒し，搬送先の病院で死亡確認」

と記載があるため，この死者は前震による死者と考えら

れる． 
 

表 23 熊本地震における人的被害 15) 

 
 
表 24 熊本地震被災地におけるトリアージ結果 16)・17) 

 
 

表 25 熊本地震における重体者数の推定結果 

 
 

表 26 熊本地震における死者数の内訳 15) 

 
 
表 27 熊本地震における前震・本震および原因別死者数 

 
牛山ほか(2016)18)の記載内容に基づき作成 

負傷程度 人数[人]
死者・行方不明 17

重傷 28
軽傷 152
計 197

トリアージ色 人数[人]
赤 2
黄 11
緑 39
計 52

負傷程度 人数[人]
死者・行方不明 17

重体者 4
重傷 24
軽傷 152
計 197

原因 地区 人数
土砂崩れ 花山地区 3
車両埋没 湯浜温泉 1
生き埋め 駒の湯温泉 7
吊り橋からの落下 花山地区 2

負傷程度 人数[人]
死者(建物内) 0

重体者 4
重傷者 24
軽傷者 152

計 180

熊本市 益城町 その他 計
死者 4 20 26 50
重傷者 750 134 275 1,159
軽傷者 943 31 576 1,550

計 1,697 185 877 2,759

被害程度
人的被害[人]

赤十字 付属 計
赤(重症) 68 18 86

黄(中等症) 267 16 283
緑(軽症) 1,059 32 1,091
黒(CPA) 3 1 4

計 1,397 67 1,464

トリアージ色
患者数[人]

赤十字:熊本赤十字病院
付属:熊本大学医学部付属病院

熊本市 益城町 その他 計
死者 4 20 26 50
重体者 175 31 64 270
重傷者 575 103 211 889
軽傷者 943 31 576 1,550

計 1,697 185 877 2,759

被害程度
人的被害[人]

① ② ③ 計
熊本市 4 69 2 75
益城町 20 20 0 40
①警察が検視により確認している死者数

②災害弔慰金の支払い等による法律に基づき認められたもの

③6月の豪雨による被害のうち熊本地震との関連が認められるもの

市町村
死者数[人]

前震 本震 計 火災 倒壊 土砂 その他 計
熊本市 1 3 4 0 3 0 1 4
八代市 0 1 1 1 0 0 0 1
西原村 0 5 5 0 5 0 0 5
南阿蘇村 0 16 16 0 6 10 0 16
御船町 0 1 1 0 1 0 0 1
嘉島町 0 3 3 0 3 0 0 3
益城町 8 12 20 0 20 0 0 20
計 9 41 50 1 38 10 1 50

前震・本震別死者数[人] 死因別死者数[人]
市町村
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以上の検討を踏まえて揺れによる死者数を前震・本震

別に整理すると表 28 のとおりであり，前震の揺れによる

死者数は益城町の 8 名，本震の揺れによる死者数は熊本

市が 3 名，益城町が 12 名となる． 
 

表 28 熊本地震における前震および本震それぞれの揺れ 

による死者数 

 
牛山ほか(2016)18)および首相官邸資料 19)の記載内容に基

づき作成 
 
(3) 過去の被害地震におけるデータ収集整理のまとめ 

人的被害の試算および予測手法の高度化のための基礎

資料とするために，過去に発生した被害地震のうち人命

に関わると考えられる重篤な人的被害に着目してデータ

を収集し整理した．データの収集・整理にあたって留意

した点や整理した結果は下記のとおりである． 
・人的被害の収集整理に先立って，現在使われている人

的被害の分類法について調査した．その結果，読みが

同じであっても「重症」と「重傷」では意味合いが異

なること，文字が同じ「重症」であっても報道と医療

では意味合いが異なることなどの問題点が明らかにな

った． 
・本研究では内閣府の被害認定基準による「重傷」と

「死亡」を中心に人的被害を収集するとともに，重傷

者数の中から生死に関わる可能性のある重篤な人的被

害として「重体」を細分することとした． 
・重傷者数から重体者数の推定に当たっては災害時に行

われたトリアージによる黄色と赤色(重症群)の割合を

重傷者数に乗じることにより，生命の危険性のない重

傷者と生命の危険性のある重体者に分離した． 
・前述の通り，負傷者の重症度を示す用語は使う分野に

よって異なるだけでなく，読み方が同じであるなど紛

らわしいケースが多い．人的被害予測手法の開発に当

たっては，推定する被害程度がどのような定義による

ものかを明確にするとともに，被害推定結果を利活用

する立場になった区分の重症度で定義することが重要

であると考えられる． 
 
 
３. 人的被害予測手法の高度化 
 
 前章のとおり人的被害は，分野や目的によって複数の

区分・定義がなされているため，利用目的に応じた人的

被害区分での予測が必要であると考えられる．本研究で

は，災害医療分野での使用，救助等の初動体制の確立に

向けての判断材料とすることなどが考えられる．また，

予測される被害は状況把握結果に基づいて検証可能な形

であることが望ましい． 
上記より，医療分野では重症度・緊急度判断基準 3)に

よる区分での出力が望ましいと考えられ，ISS 値(カテゴ

リ)での出力により上記のニーズを果たすことが出来ると

考えられる．ここで日本救急医学会によると，ISS（外傷

重症度スコア）とは，1974 年に Baker らが考案した多発

外傷患者のための重症度評価法であり，Abbreviated 
Injury Scale（AIS）をもとに算出される。すなわち，損傷

を頭頸部，顔面，胸部，腹部および骨盤内臓器，四肢お

よび骨盤，体表の 6 部位に割り当てたうえで，各部位の

AIS スコアの最大値に注目し，上位 3 部位までのスコア

最大値を自乗して足した値と定義されている．一方で，

意思決定や事後の検証を考えると内閣府の被害認定基準

で出力する事が望ましいと考えられる．また，内閣府の

被害認定基準での重傷は治療に１ヶ月以上要するものと

いう定義のため，足の指の骨折から生命の危険が切迫す

るものまで含まれるため，生命の危険が切迫しているト

リアージでの重症群(赤)相当も出力する事が望ましいと

考えられる． 
上記を踏まえると，地震による人的被害即時評価で出

力する人的被害区分は表 29 のように ISS カテゴリと内閣

府の被害認定基準に準ずる区分の２区分で出力可能とす

る事で上記で想定したニーズを満たせると考えられる．

その一方で，中嶋・岡田(2015)20)では ISS カテゴリ別の人

数と死者については算出方法が提案されているものの，

生存者の算出方法については提案がなされていない． 
そこで，本章では，図 2 に示すように，中嶋・岡田

(2015)20)での死者数推定方法を参考に，２章で収集した

実被害データに基づいて軽傷・重傷・重体を求める方法

について検討する．なお，実被害データの収集では重体

を重傷から切り離していたが，本項では内閣府の被害認

定基準での重傷者数はあくまで重傷者数として出力し，

重体は重傷者の内数として出力する事とする． 
 

表 29 本研究で出力する人的被害区分 

 
 

 
図 2人的被害予測のフローチャート 

 
(1) 人的被害算出用パラメータの検討 
a) 中嶋・岡田(2015)20)での死者数推定 

中嶋・岡田(2015)20)での死者数推定は，ISS 値カテゴリ

別の人数に外傷データバンク 21)によるカテゴリ別の死亡

率を乗じて死者数を求めている(式[1])．一方で，前述の

前震 本震 計
熊本市 0 3 3
西原村 0 5 5
南阿蘇村 0 6 6
御船町 0 1 1
嘉島町 0 3 3
益城町 8 12 20
計 8 30 38

市町村
揺れによる死者数[人]

～8 軽症・中等症 内閣府の被害認定基準
8～15 重症 内閣府の被害認定基準
16～24 重篤
25～40 瀕死
41～75 死亡相当 内閣府の被害認定基準

定義

トリアージで「赤」相当

※着色部は中嶋・岡田(2015)に算出方法がない人的被害区分

ISS値
(カテゴリ)

軽　傷
重　傷

死　者

重体

人的被害区分

中嶋・岡田(2015)

構造被害に着目した
建物被害：全壊以上

被害推定・即時把握

ISSカテゴリ別
人数の推定

人的被害変換
テーブルの適用

人的被害
(死者・重体・重傷・軽傷)

本研究



 

 7 
 

とおり生存者(負傷者の取扱いは明記されておらず，ISS
値カテゴリ別の人数から死者を減ずるなどの方法が考え

られるが，内閣府の被害認定基準 4)の区分とは一致しな

い問題がある． 
 
死者数＝∑ [𝑁𝑁𝑖𝑖 × 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑖𝑖]5

𝑖𝑖=1  ――式[1]  
 
ここで Ni:ISS カテゴリ i 別の人数，i=1:軽症・中等

症， 2: 重症， 3: 重篤， 4: 瀕死， 5: 死亡相当，

RD1:0.009 ， RD2:0.022 ， RD3:0.069 ， RD4:0.283 ，

RD5:0.618 

 

b) 重体・重傷・軽傷者数推定パラメータの検討 

中嶋・岡田(2015)20)では内閣府の被害認定基準 2)での重

傷度別での人数の推定が出来ない問題を踏まえて，本項

では被害認定基準 4)での重傷度別人数の推定方法につい

て検討する．重傷度別人数は，ISS 値カテゴリ別人数か

ら死者率 21)に基づいて推定された死者数を減じた ISS カ

テゴリ別負傷者数に対して，ISS 値カテゴリから被害認

定基準 4)での重傷度別の係数(パラメータ)を検討する． 
 

I𝑘𝑘＝∑ �𝑁𝑁𝑖𝑖 × 𝑅𝑅𝑘𝑘,𝑖𝑖�5
𝑖𝑖=1  ――式 [2]  

 

ここで Ni:ISS カテゴリ i 別の人数，i=1:軽症・中等

症，2:重症，3:重篤，4:瀕死，5:死亡，k=1:軽傷，2:重
傷，3:重体，Rk,i:ISS カテゴリ i から負傷程度 k となる

割合 

 
① ISS 値カテゴリから重傷度への係数推定に用いる 
データ 
ISS 値カテゴリから重傷度を推定する係数は，下村ほ

か(2016)22)および門馬ほか(2017)23)による被害データによ

る全壊建物を，中嶋・岡田(2008)24)により D4～D6 に分類

したうえで，ISS カテゴリ別人数(表 30)で推定した ISS値

カテゴリ別の負傷者数(表 30)と，２章 で収集した実被害

データ(表 31)を基に検討する．なお，熊本地震は前震に

よる実被害データが得られていないため本震のみを対象

とする．また，熊本地震本震は避難を考慮しない場合の

死者数推定結果は大幅な過大評価となるため，前震によ

る建物被害に基づいた避難を考慮(一部損壊以上は全員避

難，無被害でも半数被害)した人的被害を使用する． 
 

表 30 ISS値カテゴリ別の人数と死者数推定結果 

 
 
表 31 被害地震による実被害(重体は重傷者数とトリア

ージ結果等に基づく推定) 

 

②重傷度への係数推定手法 
ISS カテゴリ別人数から重傷度別人数を求める係数推

定は，まず重傷者数を求める係数を第一に検索し，次に

軽傷・重体を求める係数を推定する． 
重傷者数の推定は，係数を 0.1％刻みで変化させながら重

傷者数を推定し，誤差指標が最小となる係数(Rk,i)の組み

合わせを検索する． 
 

𝐸𝐸＝�∑ [(𝐼𝐼𝑘𝑘 − 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑘𝑘)2]𝑛𝑛 /𝑛𝑛 ――式[3] 
 
ここで E:誤差指標，n:地域数，Ik:負傷者数推定値，

Actk:実被害(負傷者数) 

軽傷者数を推定する係数は，負傷者数は重傷者数と軽

傷者数の和となることから，軽傷者を求める係数は１か

ら重傷者率を減じた値とする． 
 

𝑅𝑅1,𝑖𝑖＝1− 𝑅𝑅2,𝑖𝑖 ――式[4]  
 
一方，重体者数は重傷者数の内数であることから，重

傷者を求める係数を上限として，係数を 0.1%刻みで変化

させながら誤差指標(式[1])が最小となる係数の組み合わ

せを検索する． 
ただし，重傷者数および重体者数の組み合わせを検索

するにあたって，係数の組み合わせが一つに収束しない，

または現実と乖離する係数の組み合わせが検索される可

能性があるため，ISS 値および ISS 値の基となる AIS 値

などから制約条件（表 32）を付すこととする． 
ISS 値が 41 以上(死亡相当)となる場合は，ISS の対象部

位(6 部位)のうち 3 部位全ての AIS が 3 以上もしくは，複

数部位が 4 以上となる必要がある．AIS が 3 以上の損傷

は組織欠損が 100cm2を超えかつ皮下組織に達し出血量が

全血液の 20%を越えるなどの重篤なものが定義されてい

ることから，全身の複数部位でこのような損傷を受ける

場合は重体以上であるものと推定した． 
同様に ISS 値が 25 以上(瀕死)となる場合は，6 部位の

うち少なくとも 1 部位で AIS が 3 以上となる損傷を受け

ていることとなることから，25≦ISS の場合には全てが

重傷以上であると推定した．また，ISS 値が 16 以上(重
篤)の場合には，死亡を除く少なくとも過半数以上である

ものと推定した． 
 

表 32 重傷者・重体者推定パラメータの制約条件 

ISSカテゴリ 本研究で対象とする人的被害区分 

I ISS値   重傷(k=2) 重体(k=3) 

1 1～8 
軽症・ 

中等症 
上限:1-(死亡率) 

下限:死亡率， 

上限:重傷率 

ただし，＜R3,2と

する 

2 9～15 重症 

上限:1-(死亡率) 

ただし，＞R2,1と

する 

上限:重傷率

(R2,2) 

ただし，＜R3,3と

する 

3 16～24 重篤 
下限:1-(死亡率)/2 

上限:1-(死亡率) 

上限:重傷率

(R2,3) 

ただし，＜R3,4と

する 

4 25～40 瀕死 1-死亡率とする 
上限:重傷率

(R2,4) 

5 41～ 
死亡 

相当 
1-死亡率とする 1-死亡率とする 

～8 9～15 16～24 25～40 41～75
軽症・中等症 重症 重篤 瀕死 死亡相当

(旧)長岡市 895.44 85.02 4.67 0.20 0.00 10.31
2004年新潟県中越地震 (旧)川口町 327.33 34.40 1.66 0.07 0.00 3.84

小千谷市 824.02 31.67 0.82 0.03 0.00 8.18
2007年新潟県中越沖地震 柏崎市 1,321.10 163.09 8.49 0.36 0.00 16.17
2008年岩手・宮城内陸地震 栗原市 14.05 0.79 0.03 0.00 0.00 0.15
2016年熊本地震(前震) 益城町 495.39 49.04 1.86 0.08 0.00 5.69
2016年熊本地震(本震) 益城町 562.73 167.53 6.93 0.30 0.00 9.31

死者数地震名 市町村名
ISS値カテゴリ別人数[人]

軽傷 重傷 重体
(旧)長岡市 1,851 257 7

2004年新潟県中越地震 (旧)川口町 24 38 1
小千谷市 665 120 3

2007年新潟県中越沖地震 柏崎市 1,473 191 52
2008年岩手・宮城内陸地震 栗原市 152 28 4
2016年熊本地震(本震) 益城町 31 71 63

地震名 市町村名
実被害[人]

※重体は重傷の内数である
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表 33 重傷者・重体者推定パラメータの推定結果 

ISS カテゴリ 推定パラメータ 死亡

率 20) i ISS 値   軽傷 重傷 重体 

1 1～8 軽症・中等症 83.2% 15.9% 0.9% 0.9% 

2 9～15 重症 81.6% 16.2% 12.0% 2.2% 

3 16～24 重篤 0.0% 93.1% 93.1% 6.9% 

4 25～40 瀕死 0.0% 71.7% 71.7% 28.3% 

5 41～ 死亡相当 0.0% 38.2% 38.2% 61.8% 

※死亡率は外傷データバンク 21)による 

 
上記により推定した ISS カテゴリ別人数から軽傷・重

傷・重体への変換パラメータを，外傷データバンク 21)に

よる死亡率とともに，表 33 に示した．ISS カテゴリが 9
～15 の「重症」であっても軽傷となる場合が 81.6％とな

っている点にやや疑問点が感じられるが，それ以外では

概ね ISS 値や AIS 値との矛盾の無いパラメータとなった． 
 
(2) 過去の被害地震を対象とした人的被害の検証 

本項では，前項までに推定した ISS カテゴリ別人数か

ら負傷者数(軽傷・重傷・重体)を求めるパラメータ(表 
33)を用いて死傷者数を推定する． 
具体的には，「(1) 人的被害算出用パラメータの検討」

で推定した ISS カテゴリ別人数（表 30）に，死傷者数推

定パラメータ(表 33)を乗じて人的被害を試算した． 
試算した結果は表 34 に示したとおりである．今回明ら

かにすることができた重体者数の推定結果は，表 34 より，

重傷者数全体の 9～26%，死亡者数の 147～342%となる

ことが示された．また，実被害との比較として重傷者数

の散布図を図 3 に，重体者の散布図を図 4 に示した(実線

は実被害と推定値が同値，灰色線は倍半分の範囲を示す)． 
重傷者数は岩手・宮城内陸地震を除いて全ての地震で

倍半分の範囲であり，精度良く重傷者数を予測できた．

岩手・宮城内陸地震の死者は全員が土砂崩れによると考

えられていることから，重傷者も同様の傾向が考えられ

るため，推定値が実被害を下回っているものの本研究で

対象とする揺れに伴う建物倒壊等による重傷者数は寧ろ

精度良く予測できている可能性がある．一方で重体者数

は，新潟県中越地震で過大評価する傾向がみられる．こ

れは，新潟県中越地震以外の地震はトリアージ結果で

「赤」となる水準を対象とした一方で，新潟県中越地震

の重体者の実被害は，和藤(2006)8)で医療の介入により救

命出来た人数に基づいていることから，その重傷度が異

なっている可能性があるためと考えられる． 

 

表 34 人的被害の試算結果 

 
 

 
(実線は実被害と推定値が同値，灰色線は倍半分の範囲を示す) 

図 3 重傷者数の散布図 

 
(実線は実被害と推定値が同値，灰色線は倍半分の範囲を示す) 

図 4 重体者数の散布図 

 
 
４．まとめ 

 
 本研究では，地震などの災害時に DMAT（災害派遣医

療チーム）等の救助の対象となる，特に重篤な人的被害

に注目し，その被害予測を試みることを目的とした． 

それに先立ち，近年の地震における人的被害データの

収集整理，および現在使われている人的被害の分類法に

ついて調査した．その結果，読みが同じであっても「重

症」と「重傷」では意味合いが異なること，文字が同じ

「重症」であっても報道と医療では意味合いが異なるこ

軽傷 重傷※1 重体※1 死者 軽傷 重傷 重体※2 死者
(旧)長岡市 814.38 160.63 22.75 10.31 1,851 257 7 2

2004年新潟県中越地震 (旧)川口町 300.41 59.22 8.67 3.84 24 38 1 4
小千谷市 711.43 136.94 12.01 8.18 665 120 3 5

2007年新潟県中越沖地震 柏崎市 1,232.23 244.64 39.62 16.17 1,473 191 52 10
2008年岩手・宮城内陸地震 栗原市 12.34 2.39 0.25 0.15 152 28 4 0
2016年熊本地震(前震) 益城町 452.18 88.50 12.13 5.69 8
2016年熊本地震(本震) 益城町 604.89 123.27 31.83 9.31 31 134 31 12

実被害[人]

※2 重体の実被害のうち中越地震以外はトリアージ結果に基づく推定

地震名 市町村名
人的被害推定結果[人]

※1 重傷に重体を含む(重体は重傷の内数)
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となどの問題点が明らかになった．そのため，本研究で

は内閣府の被害認定基準による「重傷」と「死亡」を中

心に人的被害を収集するとともに，重傷者数の中から生

死に関わる可能性のある重篤な人的被害として「重体」

を細分することとした． 
上記に留意したうえで，過去の被害データや文献など

を用い，災害時の重篤な人的被害の予測式を構築した．

重傷者数は岩手・宮城内陸地震を除いて全ての地震で倍

半分の範囲であり，精度良く重傷者数を予測できた．一

方で重体者数は，新潟県中越地震で過大評価する傾向が

みられた． 
なお，日本集団災害医学会の尼崎 JR 脱線事故特別調査

委員会報告書によると「外傷性窒息の ISS は極めて低く

算出」とある．地震時の建物倒壊による死者は外傷性窒

息が多いことが，表 10 および表 16 からも推察できるが，

本研究では人的被害を ISS 値を基準に評価していること

から，本研究の予測手法が誤差を含む可能性がある． 
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